様式４－２　

	 　国　費　・　県　費　・　自　費


令和４年度公立社会福祉施設等整備計画書（介護関連施設用）
	設置主体名
	
	所在地
	

	経営主体名
	

	　　　　　　

施設名

	
	施

設

種

別
	本体

施設
	
	定

員
	現在　　　名→整備後　　　名



	
	
	
	併設

施設
	
	
	現在　　　名→整備後　　　名

現在　　　名→整備後　　　名

	施設の所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（移転先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	工事区分
	　　創設　・　増築　・　増改築　・　改築　・　改修　

	　　　　　　　施設整備を必要とする理由


	

	事

業

費


	構　　　　　造
	区　　　　分
	面　積　等
	金　　　　額
	備　　　　　　　考

	
	鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造

鉄　骨　造
木　　　　造

　　　　

　　　　　　階建

	 主体工事費
	             ㎡
	               千円
	事業費の概算見積額の根拠資料を添付すること。
見積者所属氏名

  （                           ）



	
	
	 設計管理費
	
	               千円
	

	
	
	 その他工事費
	
	               千円
	

	
	
	 設備費（備品含）
	
	               千円
	

	
	
	 土地取得費
	
	               千円
	

	
	
	 土地造成費
	
	               千円
	

	
	
	 
	
	               千円
	

	
	
	 合　　　　計
	
	               千円
	

	財

源

内

訳


	　　 県補助金
	           　　　　　　　　　　  千円
	「介護関連施設整備資金計画書」を添付すること。


	
	　　 市町村交付金
	                                 千円
	

	
	　　 一般財源
	                                 千円
	

	
	     起　債（名称　　　　　　）   
	                                 千円
	

	
	  　 分担金
	                                 千円
	

	
	   
	                                 千円
	

	
	　　 合　　　　計
	                                 千円
	

	既存施設の状況


	設置年度　　　　　　年度
	　規模・構造
	　　　　　　　　　造　　　　　　　　　㎡

	
	補助金交付年度　　　年度
	  補助金内訳　　　国費（　有　・　無　）　　県費（　有　・　無　）　

	   用　　地


	用 地 の 確 保 状 況


	所有地　　　　　　　　　㎡（借地の場合　　　　　　有地　　　　　　　㎡）

	
	
	権利関係：所有権を制限する権利の設定　有（権利の名称　　　　　）・無

	
	
	開発規制等の有無　有り（規制等の名称　　　　　　　　　　　　　　）・無

	
	立地条件　（地すべり防止区域等危険区域内の場合は、その名称、指定年月日及び防災措置の状況）



	地域住民に対する説明


	


　

記入上の注意
１　希望する財源について右上□内の該当するものを○で囲むこと。
なお、併設施設が地域密着型サービスの施設で国の交付金を財源とする場合は、「国費」
も○で囲むこと。
２　「施設種別」の欄には、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム等と記入すること。
３　移転改築の場合は、移転先の住所も記入すること。
４　「工事区分」の欄には、次の区分により記入すること。
創設　：新たに施設の設置を計画しているもの　　　　　　
増築　：既存施設の増築のみを行って定員増を図るもの
増改築：既存の施設の改築に合わせて定員増を図るもの    
改築　：定員増を伴わない改築を図るもの
改修　：既存施設をユニット型特養・老健へ転換するもの
５　「用地の確保状況」の欄で借地の場合には、「県有地、○○市町村有地、私有地」等と記入すること。
６　特別養護老人ホームへショートステイ等を併設する場合は、「施設整備を必要とする理由」の欄に併設する理由も併せて記載すること。
７　事業費の合計と財源内訳の合計は、別紙「介護関連施設整備資金計画書」と一致すること。
８　「その他工事費」が複数ある場合は記入欄を追加し、それぞれの工事名と金額を記入すること。 
（その他工事の例）
・解体撤去工事費（改築で既存施設を解体する場合）
・仮設施設工事（同上）　　　 
・外構工事
・車庫、駐車場整備工事
９　事業全体の工程表を添付すること。
10　施設の配置図及び平面図を添付すること。（増築の場合は既存施設を含めた配置図）
11　用地については公図、所在地がわかる地図（市町村管内地図及び予定地付近の住宅地図等）及び用地の状況がわかる写真等を添付すること。
12　整備予定地について、不動産登記簿謄本、譲渡（贈与）契約書等の土地の権利関係を明らかにする資料を添付すること。
13　「地域住民に対する説明」の欄には住民説明会の開催状況等を記入し、説明内容が確認できる資料を添付すること。本協議書作成段階で未だ開催していない場合は今後のスケジュールを記入すること。
